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名古屋港管理組合告示第28号

　地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第40条の 2 及び名古屋港管理組合港湾整備事業の設置等に関する条例（昭和41

年名古屋港管理組合条例第12号）第 7 条の規定に基づき、施設運営事業及び埋立事業の令和 5 年10月 1 日から令和 6 年 3 月

31日までの期間における業務の状況を次のとおり公表する。

　　令和 6 年 7 月 1 日　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名古屋港管理組合管理者

愛知県知事　大村　秀章　

　　　名古屋港管理組合施設運営事業会計の業務の状況

 1 　事業の概況

　⑴　経営業務

　　　この期間中における各事業の収益額及び提供施設量は、次のとおりである。

区　　　　　分 収　益　額 提　　 供 　　施 　　設 　　量

上 屋 運 営 事 業

貯 木 場 運 営 事 業

荷 役 機 械 運 営 事 業
埠 頭 用 地 運 営 事 業

円

505,668,948

129,810,047

66,000,000
1,272,348,035

一般使用　　　20棟　　（　 77,713㎡）
専用使用　　　 5 棟　　（　 28,628㎡）

一般使用　　 1 か所　　（　183,300㎡）

専用使用　　 7 か所　　（　994,028㎡）

　　　　　　　 5 基

　　　 　2,401,671㎡

　　　（注）提供施設量は、令和 6 年 3 月31日現在の数量である。

　⑵　建設改良事業

　　　主なものは、次のとおりである。

　　ア　上屋整備事業

　　　 　稲永ふ頭南 5 号上屋の耐震改修工事及び外壁改修工事を施行した。

　　イ　貯木場整備事業

　　　　木場金岡ふ頭貯木場こう門の水門設備改修実施設計を実施した。

　　ウ　埠頭用地整備事業

　　　　金城ふ頭の護岸築造工事を施行し、埋立工事を施行中である。

 2 　経理の状況

　⑴　令和 5 年度予算に対する執行済額

区　　　　　分 予　算　額 執　行　済　額 備　　　　　考

(収益的収入及び支出)

施 設 運 営 事 業 収 益

施 設 運 営 事 業 費 用

円

4,237,000,000

3,075,000,000

円

4,214,818,933

2,789,762,110

（資本的収入及び支出）

資 本 的 収 入

資 本 的 支 出

1,543,000,000

3,616,516,500

1,000,353,479

2,606,891,005

資本的収入額が資本的支出額に不足する額

1,606,537,526円は、過年度分消費税及び地方消費

税資本的収支調整額39,589,243円、当年度分消費

税及び地方消費税資本的収支調整額138,319,649

円、減債積立金419,000,000円、建設改良積立金

348,000,000円及び過年度分損益勘定留保資金

661,628,634円で補てんした。
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　⑵　施設運営事業会計合計残高試算表

令和 6 年 3 月31日現在　

借　　　　　　　　方
勘 定 科 目

貸　　　　　　　　方

残　　高 合　　計 当　　期 当　　期 合　　計 残　　高

円

42,897,916,458
円

69,949,010,441
円

4,355,676,051 固 定 資 産
円

3,739,604,487
円

27,051,093,983
円

40,858,058,799 67,907,741,131 4,355,676,051 有 形 固 定 資 産 3,738,192,836 27,049,682,332

39,857,659 41,269,310 無 形 固 定 資 産 1,411,651 1,411,651

2,000,000,000 2,000,000,000 投資その他の資産

6,376,892,494 17,168,684,497 6,475,641,955 流 動 資 産 5,880,164,443 10,791,792,003

5,939,924,297 10,979,599,395 2,999,458,880 現 金・ 預 金 2,364,969,450 5,039,675,098

376,756,197 5,501,812,737 3,042,405,691 未 収 金 3,002,621,397 5,125,056,540

59,312,000 271,932,922 40,937,240 前 払 金 98,172,152 212,620,922

900,000 415,339,443 392,840,144 その他流動資産 414,401,444 414,439,443

438,664,235 438,664,235 固 定 負 債 518,181,745 7,234,515,492 6,795,851,257

415,815,706 415,815,706 企 業 債 466,000,000 6,403,029,401 5,987,213,695

22,848,529 22,848,529 引 当 金 52,181,745 830,828,091 807,979,562

その他固定負債 658,000 658,000

6,037,510,160 3,017,194,203 流 動 負 債 4,286,250,677 7,573,788,784 1,536,278,624

419,453,756 210,074,491 企 業 債 415,815,706 835,269,462 415,815,706

5,086,715,211 2,364,962,663 未 払 金 3,364,403,122 6,124,626,999 1,037,911,788

61,734,196 引 当 金 64,719,871 126,454,067 64,719,871

469,606,997 442,157,049 その他流動負債 441,311,978 487,438,256 17,831,259

4,170,024,331 121,974,348 繰 延 収 益 5,458,306,625 1,288,282,294

長 期 前 受 金 5,458,306,625 5,458,306,625

4,170,024,331 4,170,024,331 121,974,348 長期前受金収益化累計額

資 本 金 1,328,000,000 35,019,560,027 35,019,560,027

資 本 金 1,328,000,000 35,019,560,027 35,019,560,027

3,237,000,000 3,237,000,000 剰 余 金 1,909,000,000 6,577,641,919 3,340,641,919

資 本 剰 余 金 330,157,327 330,157,327

3,237,000,000 3,237,000,000 利 益 剰 余 金 1,909,000,000 6,247,484,592 3,010,484,592

348,465,203 339,001,947 施設運営事業収益 2,170,623,518 4,227,475,881 3,879,010,678

347,996,387 338,533,131 営 業 収 益 2,047,118,476 4,098,338,623 3,750,342,236

468,816 468,816 営 業 外 収 益 123,505,042 129,137,258 128,668,442

2,584,815,847 2,755,349,223 1,969,569,390 施設運営事業費用 122,897,259 170,533,376

2,507,776,693 2,673,178,341 1,900,462,912 営 業 費 用 117,765,531 165,401,648

25,732,745 25,733,832 12,669,428 営 業 外 費 用 1,087 1,087

51,306,409 56,437,050 56,437,050 特 別 損 失 5,130,641 5,130,641

51,859,624,799 104,104,708,090 19,954,722,129 合　　　計 19,954,722,129 104,104,708,090 51,859,624,799
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 3 　令和 6 年度予算の概要

　⑴　経営業務

　　　各事業の収益予定額及び提供施設量は、次のとおりである。

区　　　　　分 収　益　額 提　　 供 　　施 　　設 　　量

上 屋 運 営 事 業

貯 木 場 運 営 事 業

荷 役 機 械 運 営 事 業

埠 頭 用 地 運 営 事 業

円

911,187,000

310,586,000

132,001,000

2,655,915,000

一般使用　　　20棟　　（　 77,713㎡）

専用使用　　　 5 棟　　（　 28,628㎡）

一般使用　　 1 か所　　（　183,300㎡）

専用使用　　 7 か所　　（　994,028㎡）

　　　　　　　 5 基

　　　　2,401,671㎡

　⑵　建設改良事業

　　　主なものは、次のとおりである。

　　ア　上屋整備事業

　　　　稲永ふ頭南 2 号上屋の屋根改修工事を施行する。

　　イ　貯木場整備事業

　　　　木場金岡ふ頭貯木場こう門の水門設備改修工事を施行する。

　　ウ　埠頭用地整備事業

　　　　金城ふ頭の埋立工事を施行中である。

　⑶　令和 6 年度名古屋港管理組合施設運営事業会計予算

　（総　則）

第 1 条　令和 6 年度名古屋港管理組合施設運営事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第 2 条　業務の予定量は、次のとおりとする。

区 　 　 　 分 施 設 及 び 用 地 事　　　　　項 備　　　　考

事 　 業 　 量

上　　　　屋 25棟

平方メートル

一般使用許可面積 77,713

平方メートル

専用使用許可面積 28,628

貯 木 場 8 か所

平方メートル

一般使用許可面積 183,300

平方メートル

専用使用許可面積 994,028

荷 役 機 械 5 基

基

貸 付 数 5

埠 頭 用 地 

平方メートル

 2,401,671

建設改良工事

千円

上屋等整備工事 1,874,184

　（収益的収入及び支出）

第 3 条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　収　　　　　　　　　入

　　　　　　　　第 1 款　　施 設 運 営 事 業 収 益 4,245,000千円　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　第 1 項　　営 業 収 益 4,122,650千円　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　第 2 項　　営 業 外 収 益 122,340千円　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　第 3 項　　特 別 利 益 10千円　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支　　　　　　　　　出

　　　　　　　　第 1 款　　施 設 運 営 事 業 費 用 3,292,000千円　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　第 1 項　　営 業 費 用 3,064,616千円　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　第 2 項　　営 業 外 費 用 217,384千円　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　第 3 項　　予 備 費 10,000千円　　　　　　　　　　　　　　　
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　（資本的収入及び支出）

第 4 条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額1,618,000千

　 円は、過年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額7,000千円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

90,000千円、減債積立金413,000千円、建設改良積立金356,000千円及び過年度分損益勘定留保資金752,000千円で補てんす

るものとする。）。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　収　　　　　　　　　入

　　　　　　　　第 1 款　　資 本 的 収 入 2,202,000千円　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　第 1 項　　企 業 債 1,777,000千円　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　第 2 項　　雑 収 入 425,000千円　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支　　　　　　　　　出

　　　　　　　　第 1 款　　資 本 的 支 出 3,820,000千円　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　第 1 項　　建 設 改 良 費 1,874,184千円　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　第 2 項　　企 業 債 償 還 金 415,816千円　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　第 3 項　　投 資 1,530,000千円　　　　　　　　　　　　　　　

　（債務負担行為）

第 5 条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

　　　　　　　　事　　　　項　　　　　　　　　　　 期　　　間　　　　　　　　　 　　限　度　額

　　　　　　　維　持　補　修　費　　　　　 令和 6 年度から令和 7 年度まで　　　　　　     19,600千円

　　　　　　　上 屋 整 備 費　　　　　 　　　 　令和 7 年度　　　　　　　　　 　     20,900千円

　　　　　　　貯 木 場 整 備 費　　　　　 　　　 　令和 7 年度　　　　　　　　　 　   222,200千円

　　　　　　　埠 頭 用 地 整 備 費　　　　　 　　　 　令和 7 年度　　　　　　　　　 　   545,200千円

　（企業債）

第 6 条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

　　起債の目的　　　　埠頭用地整備事業及びコンテナ埠頭整備事業

　　限　度　額　　　　1,777,000千円

　　起債の方法　　　　普通貸借又は債券発行

　　利　　　率　　　　8.5％以内

　　償還の方法　　　　 政府資金については融資条件により、銀行その他の場合には起債年度から据置期間を含めて40年度

間以内に元利均等、元金均等若しくは元金不均等の方法で毎年度 1 期若しくは 2 期に分けて償還し、

又は満期日に元金を一括して償還する。ただし、組合財政その他の都合により据置期間及び償還期

間を短縮し、若しくは繰上償還し、又は借り換えることができる。

　（一時借入金）

第 7 条　一時借入金の限度額は、400,000千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第 8 条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　　　　　　　　　営業費用と営業外費用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第 9 条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費

　の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　　　　　　　　　職員給与費　　　　　765,098千円
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　　　名古屋港管理組合埋立事業会計の業務の状況

 1 　事業の概況

　⑴　経営業務

　　 　この期間中の収入は、受取利息、埋立地貸付料等で283,945,506円である。

　　 　これに対する支出は、一般管理費、維持補修費、一般会計負担金等の429,634,478円である。

　⑵　造成事業

　　ア　西部地区事業

　　　 　この期間における事業の概要は、第 1 貯木場北側埋立地において排水管設置工事等を行った。

　　イ　南 5 区事業

　　　 　この期間における事業の概要は、緑地基本計画フォローアップ調査等を行った。

 2 　経理の状況

　⑴　令和 5 年度予算に対する執行済額

区　　　　　分 予　算　額 執　行　済　額 備　　　　　考

（収益的収入及び支出）

埋 立 事 業 収 益

埋 立 事 業 費 用

円

387,000,000

656,000,000

円

560,157,959

606,579,606

（資本的収入及び支出）

資 本 的 収 入

資 本 的 支 出

1,101,000,000

1,193,915,100

1,016,163,731

932,047,182
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　⑵　埋立事業会計合計残高試算表

令和 6 年 3 月31日現在

借　　　　　　　　方
勘 定 科 目

貸　　　　　　　　方

残　　高 合　　計 当　　期 当　　期 合　　計 残　　高

円

4,518,546,608
円

4,993,373,466
円

固 定 資 産
円

470,666,422
円

474,826,858
円

221,658 4,433,116 有 形 固 定 資 産 51,022 4,211,458

4,518,324,950 4,988,940,350 投資その他の資産 470,615,400 470,615,400

68,086,422,871 109,996,975,623 646,491,540 土 地 造 成 156,324,470 41,910,552,752

786,679,778 786,679,778 完 成 土 地

67,299,743,093 109,210,295,845 646,491,540 未 成 土 地 156,324,470 41,910,552,752

4,944,659,570 8,815,603,560 2,528,245,489 流 動 資 産 2,464,830,930 3,870,943,990

4,460,233,821 6,083,363,498 1,101,789,219 現 金・ 預 金 713,221,283 1,623,129,677

12,910,349 1,610,091,395 928,516,003 未 収 金 1,100,976,380 1,597,181,046

470,615,400 941,230,800 470,615,400 短 期 貸 付 金 470,615,400 470,615,400

173,778,432 21,085,432 前 払 金 173,778,432 173,778,432

900,000 7,139,435 6,239,435 その他流動資産 6,239,435 6,239,435

22,830,340 22,830,340 固 定 負 債 35,914,408 43,908,862,736 43,886,032,396

前 受 金 42,876,319,963 42,876,319,963

14,688,340 14,688,340 引 当 金 33,545,408 534,103,773 519,415,433

8,142,000 8,142,000 その他固定負債 2,369,000 498,439,000 490,297,000

1,689,492,304 732,700,434 流 動 負 債 948,220,545 1,924,080,446 234,588,142

1,623,129,677 713,221,283 未 払 金 894,053,558 1,807,460,580 184,330,903

32,883,699 引 当 金 34,239,418 67,123,117 34,239,418

33,478,928 19,479,151 その他流動負債 19,927,569 49,496,749 16,017,821

資 本 金 31,939,437,190 31,939,437,190

資 本 金 31,939,437,190 31,939,437,190

剰 余 金 1,539,308,691 1,539,308,691

資 本 剰 余 金 3,108,894 3,108,894

利 益 剰 余 金 1,536,199,797 1,536,199,797

5,659,658 5,659,658 埋 立 事 業 収 益 289,605,164 560,158,124 554,498,466

5,659,658 5,659,658 営 業 外 収 益 222,755,164 493,308,124 487,648,466

特 別 利 益 66,850,000 66,850,000 66,850,000

604,235,836 612,196,873 431,213,848 埋 立 事 業 費 用 1,579,370 7,961,037

571,027,042 578,988,013 431,206,918 営 業 費 用 1,579,304 7,960,971

33,208,794 33,208,860 6,930 営 業 外 費 用 66 66

78,153,864,885 126,136,131,824 4,367,141,309 合　　　計 4,367,141,309 126,136,131,824 78,153,864,885



7名古屋港管理組合公報　第110号　令和 6 年 7 月 1 日

 3 　令和 6 年度予算の概要

　⑴　経営業務

　　 　埋立事業収益は、受取利息、埋立地貸付料等で394,000千円を予定している。

　　 　埋立事業費用は、一般管理に要する費用である一般管理費、清算地区施設の維持補修に要する費用である維持補修費、

共通経費等一般会計への負担金である一般会計負担金等で668,000千円を予定している。

　⑵　造成事業

　　　西部地区においては、第 1 貯木場北側埋立地の排水管設置工事等を予定している。

　　　南 5 区においては、橋梁補修設計等を予定している

　⑶　令和 6 年度名古屋港管理組合埋立事業会計予算

　（総　則）

第 1 条　令和 6 年度名古屋港管理組合埋立事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第 2 条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　⑴　護岸整備　　　　　　　　本体工　　　　104メートル

　⑵　用地整備　　　　　　　　排水管　　　　195メートル

　（収益的収入及び支出）

第 3 条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　収　　　　　　　　　入

　　　　　　　　第 1 款　　埋 立 事 業 収 益 394,000千円　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　第 1 項　　営 業 外 収 益 393,980千円　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　第 2 項　　特 別 利 益 20千円　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支　　　　　　　　　出

　　　　　　　　第 1 款　　埋 立 事 業 費 用 668,000千円　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　第 1 項　　営 業 費 用 616,863千円　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　第 2 項　　営 業 外 費 用 41,117千円　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　第 3 項　　特 別 損 失 20千円　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　第 4 項　　予 備 費 10,000千円　　　　　　　　　　　　　　　

　（資本的収入及び支出）

第  4 条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額132,000千

円は、繰越工事資金で補てんするものとする。）。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　収　　　　　　　　　入

　　　　　　　　第 1 款　　資 本 的 収 入 1,060,000千円　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　第 1 項　　雑 収 入 589,385千円　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　第 2 項　　貸 付 金 返 還 金 470,615千円　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支　　　　　　　　　出

　　　　　　　　第 1 款　　資 本 的 支 出 1,192,000千円　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　第 1 項　　西 部 地 区 埋 立 事 業 費 829,800千円　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　第 2 項　　南 5 区 埋 立 事 業 費 64,200千円　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　第 3 項　　総 係 費 219,083千円　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　第 4 項　　雑 支 出 78,917千円　　　　　　　　　　　　　　　

　（債務負担行為）

第 5 条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

　　　　　　　　事　　　項　　　　　　　　　　　　期　　　間　　　　　　　　　　　限  度  額

　　　　　　西部地区埋立整備費　　　　　 令和 7 年度から令和 8 年度まで　　　　　　1,488,500千円

　（一時借入金）

第 6 条　一時借入金の限度額は、1,000,000千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第 7 条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　⑴　営業費用と営業外費用

　⑵　各項に計上した給料、手当及び法定福利費に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第  8 条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費

　の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　　　　　　　　　職員給与費　　　　　414,718千円
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　 6 月 4 日招集された定例名古屋港管理組合議会は、会期を 1 日と決定し、同日議事終了閉会した。

　付議事件等及びその結果は、下記のとおりである。

記

 1 　議長選挙

　　　坂　田　憲　治　議員当選

 2 　副議長選挙

　　　橋　本　ひろき　議員当選

 3 　常任委員会委員の選任

　　　　　企画総務委員会 うえぞの　晋　介　

 島　　　孝　則　

 平　松　利　英　

 林　　　文　夫　

 お　か　千　恵　

 豊　田　かおる　

 政　木　り　か　

 北　野　よしはる　

 さわだ　晃　一　

 山　本　浩　史　

 高　木　ひろし　

 みつなか　美由紀　

 中　里　高　之　

 加　藤　一　登　

 坂　田　憲　治　

　　　　　港営建設委員会 中　村　竜　彦　

 朝　日　将　貴　

 村　嶌　嘉　将　

 沢　田　ひとみ　

 杉　江　繁　樹　

 安　井　伸　治　

 山　田　たかお　

 天　野　正　基　

 金　城　ゆたか　

 小　出　昭　司　

 伊　藤　辰　夫　

 金　庭　宜　雄　

 ふじた　和　秀　

 服　部　将　也　

 橋　本　ひろき　

　　なお、委員長及び副委員長は、各委員会において互選の結果、次のとおり決定された。

　　　　　企画総務委員会　　　　　　　　　　委 員 長 政　木　り　か　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　副委員長 さわだ　晃　一　

　　　　　港営建設委員会　　　　　　　　　　委 員 長 小　出　昭　司　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　副委員長 杉　江　繁　樹　

 4 　名古屋港水族館特別委員会設置について 可　　決

 閉会中継続調査

 5 　同特別委員会委員の選任

 中　村　竜　彦　

 うえぞの　晋　介　

 朝　日　将　貴　

 村　嶌　嘉　将　

 島　　　孝　則　

 沢　田　ひとみ　

 平　松　利　英　

 杉　江　繁　樹　

 林　　　文　夫　

 安　井　伸　治　

 お　か　千　恵　

 豊　田　かおる　

 山　田　たかお　

 政　木　り　か　

 北　野　よしはる　

議　会　事　項
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 天　野　正　基　

 さわだ　晃　一　

 金　城　ゆたか　

 山　本　浩　史　

 小　出　昭　司　

 伊　藤　辰　夫　

 高　木　ひろし　

 金　庭　宜　雄　

 みつなか　美由紀　

 中　里　高　之　

 ふじた　和　秀　

 服　部　将　也　

 加　藤　一　登　

 橋　本　ひろき　

 坂　田　憲　治　

 6 　監査委員選任の同意について（組合議会議員） 同　　意

 7 　監査委員選任の同意について（名古屋市監査委員） 同　　意

 8 　各常任委員会における閉会中の継続調査について 可　　決

 9 　議員派遣について 可　　決

　名古屋港審議会委員の委嘱を、下記の者は解かれた。

　　　　　中　田　ちづこ（ 6 月 4 日）

　　　　　山　下　智　也（ 6 月 4 日）

　名古屋港審議会委員に、下記の者が委嘱された。

　　　　　坂　田　憲　治（ 6 月10日）

　　　　　橋　本　ひろき（ 6 月10日）

発行所　名古屋市港区港町１番11号

名古屋港管理組合

審 議 会 事 項


